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概要 

再生可能エネルギーの導入が促進され、太陽光発電所の建設が全国的に進んでいる。一方で、建設に適し

た用地が少なくなってきており、傾斜地においても多くの太陽光発電所が建設されている。これら傾斜地で

は豪雨などに伴う土砂災害が発生しており、近年その安全性に注目が集まっている。傾斜地に太陽光発電所

を建設するにあたっては、適切なリスクアセスメントおよび対策を行わなければ大規模な事故が発生する可

能性があり、最悪の場合には事業撤退に追い込まれる事態も発生している。 

本レポートでは、計画・設計段階における土砂災害リスク対策の重要性について触れ、運転・維持管理段

階の太陽光発電所でも対応可能なリスク対策について事故事例を交えて紹介する。 
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1. 土砂災害とは 

土砂災害とは、大雨や地震などが引き金となって山や崖が崩れたり、水と混じり合った土砂が川から流れ

出たりすることで、人命や財産に損害を与える自然災害である。写真 1 に示すように、傾斜地に設置された

太陽光発電所において大雨による土砂災害が発生していることから、本レポートでは大雨に起因した土砂災

害を取り上げる。 

大雨に起因した土砂災害の種類は表 1のとおり「土石流」「地すべり」「がけ崩れ」の 3種類に大別できる。

この中でも太陽光発電所の特性や設置環境を考慮すると「がけ崩れ」による事故が最も多いと考えられ、大

雨等を起因として傾斜地の表層が崩壊することにより、弱くなった斜面が設備ごと突発的に崩れ落ちる特徴

がある。 

   

写真 1 土砂災害による太陽光発電設備の損傷事例1 
（左：大雨による法面崩壊、右：大雨による傾斜地の崩壊） 

 

表 1 大雨による土砂災害の種類2 

災害形態 土石流 地すべり がけ崩れ 

特徴 

大雨がきっかけとなり、谷や

斜面にたまった土砂が、雨に

よる水と一緒に一気に流れ

出して起こる災害 

比較的ゆるやかな斜面にお

いて、地中の粘土層などの滑

りやすい層が地下水などの

影響で、ゆっくりと動き出す

災害。 

地面にしみ込んだ水分で土

の抵抗力が弱くなり、弱く

なった斜面が突然崩れ落ち

る、急な斜面で発生する災

害。 

イメージ 

   

 

                              
1 地上設置型太陽光発電システムの設計ガイドライン 2019 年版（新エネルギー・産業技術総合開発機構、太陽光発電協会、奥地建産）

https://www.nedo.go.jp/content/100895022.pdf アクセス日 2022-9-6 
2 国土交通省関東地方整備局 「土砂災害について」を参考に当社作成 

https://www.ktr.mlit.go.jp/river/bousai/river_bousai00000078.html アクセス日 2022-9-6 
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2. 太陽光発電所を取り巻く土砂災害の現状 

2.1. 太陽光発電所に関連する技術基準と法令 

2012 年の FIT 制度開始により太陽光発電所の建設が急拡大した。それに伴い、豪雨をはじめ、台風、積

雪など自然災害による太陽光発電所の被害が発生しており、太陽光発電所の安全性に対する社会的な関心が

高まっている。さらに近年では太陽光発電所の建設に適した用地の減少に伴い、傾斜地や地盤が脆弱な土地

など土砂災害の危険性の高い場所への設置が拡大している。これらの特殊な環境に設置される太陽光発電所

は、一般的な地上設置型の太陽光発電所よりも設計や施工の難易度が高く、太陽光発電所への高い安全対策

が求められる。 

そのような中、太陽光発電所に特化した技術基準である、「発電用太陽電池設備に関する技術基準を定める

省令」が策定され、2021 年（令和 3 年）4 月 1 日付で施行された。同省令第 5 条には「土砂の流出及び崩壊

の防止」が明記されている。しかし、現在設置されているほとんどの太陽光発電所は省令が施行される前に

建設されており、省令に記載された土砂災害に対する構造設計、電気設計、施工方法等が適用されていない

場合もある。このため、傾斜地に設置された太陽光発電所では、土砂災害による大規模な事故が相次いでお

り、土砂災害により損傷・流出した太陽光発電所の部材などが周辺のインフラや環境に影響を及ぼす事例も

発生している。 

土砂災害防止に関する法令としては、1999 年（平成 11 年）の広島豪雨災害を契機に 2000 年（平成 12 年）

に「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（通称：土砂災害防止法）」が制定さ

れ、土砂災害のおそれがある区域について「土砂災害特別警戒区域」、「土砂災害警戒区域」を指定すること

ができるようになった。土砂災害特別警戒区域では住宅、社会福祉施設、学校、医療施設等の建築のための 

開発行為については都道府県知事の許可が必要となったが、それまで太陽光発電所はこの対象となっていな

かったので、土砂災害警戒区域での開発については許可制度や建築物の構造規制がない状況であった。この

ため、同法に基づく土砂災害（特別）警戒区域内において十分な土砂災害防止対策がなされていない太陽光

発電所を建設することができる状況にあった。 

 

2.2. 土砂災害危険個所と太陽光発電所の関係 

太陽光発電所と土砂災害の恐れのある区域との関係については、NHK と国立環境研究所が整理している。

具体的には発電出力 500 キロワット以上の中規模施設の位置を航空写真などから特定し、土砂災害リスクの

地図データと重ね合わせた分析を行っている3。この分析によると、全国の中規模以上の太陽光発電所 9,809

か所のうち、「土砂災害警戒区域」4と一部でも重なる場所に建設されていた太陽光発電所は 843 か所であっ

た。このうち 249 か所は、特に危険性の高い「土砂災害特別警戒区域」と重なる場所にあった。 

さらに土砂災害による事故を当社独自に分析したところ、「土砂災害特別警戒区域」、「土砂災害警戒区域」、

「土砂災害危険箇所」に指定された地域以外でも土砂災害による太陽光発電所の事故が発生していることを

                              
3 独自取材 再エネビジネスの“ゆがみ”～脱炭素社会の裏で～ 『クローズアップ現代』

https://www.nhk.or.jp/gendai/articles/4560/ アクセス日 2022-9-6 
4 建設省砂防課長通達（昭和 41 年 10 月 14 日）土砂災害防止法制定以前に制定されたもので、土地利用等の社会的変化や土砂災害の

実態把握・危険箇所の周知を目的に指定されたものである。土砂災害の危険個所について 2万 5千分の 1の地形図により机上抽出さ

れ、全国で 3,718 か所が指定されている。 土砂災害（特別）警戒区域、土砂災害危険箇所、砂防三法指定区域のちがい

https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/jigyo/river/dosha_saigai/map/kasenbu0101.html アクセス日 2022-9-6 
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確認した。これは土砂災害のリスクが高い地域の指定は人的被害が想定される地域を優先して実施されてい

るため、人里離れた山間部では土砂災害リスクがあったとしても危険地域に設定されていない箇所があるた

めと考えられる。つまり、太陽光発電所の計画・設計段階において、土砂災害のリスクが高い地域に指定さ

れている個所を確認するだけでは十分なリスクアセスメントを行ったとはいえないと考えられる。 

参考までに当社が把握している土砂災害による太陽光発電所への保険金支払い事例の一部を表 2 に示す。

ひとたび土砂災害による事故が発生すると、太陽光発電所の再建に高額な費用がかかることをイメージして

頂けると思う。当社においても土砂災害リスクに関する分析や対策についての問い合わせが増加している状

況である。 

 

表 2 土砂災害危険個所以外で発生した土砂災害の保険金支払い事例5 

事例 事故概要 損害保険金 

1 

台風通過に伴う大雨により、太陽光発電所において斜面崩壊、地すべりが発生し

た。このため、太陽電池モジュールに土砂が堆積するとともに、外周フェンス、

電柱や管理道路等に損害が発生した。 

約 1.6 億円 

2 
局所的な大雨により、太陽光発電所において斜面が崩壊し、土砂が流失した。こ

の結果、太陽電池モジュール、架台、基礎杭やケーブル等が損傷した。 
約 1.5 億円 

3 

太陽光発電所設置の請負工事において、豪雨により周辺の斜面が崩落して、大量

の土砂が倒木とともに太陽光パネル設置個所に流れ込んだ。その結果、太陽電池

モジュール、架台、基礎に損害が発生した。それ以外にも造成した地盤面が雨で

流出する被害も発生した。 

約 1.2 億円 

4 
大型台風による豪雨により土砂が流出し、太陽光発電所敷地内の設備が広範囲に

わたって損害が発生した。 

約 1.1 億円 

5 
豪雨により土砂災害（法面崩落や地割れ等）が発生し、太陽電池モジュールや架

台等が損傷した。 

約 1.0 億円 

3. 太陽光発電所の土砂災害に対する課題と対策 

3.1. 土砂災害に対する課題 

前述の通り、建設適地の減少に伴って傾斜地への太陽光発電所設置が拡大している状況である。一方、こ

うした特殊な環境における太陽光発電所の設置は考慮すべき対策が多くなることから、設計、施工の難易度

が高くなる。特に土砂災害は降雨、地盤、地質、傾斜角、造成状況、排水処理方法など多岐にわたる要因の

単独もしくは組合せにより発生するため、これら要因を適切に評価して計画・設計段階で事業に組み込むこ

とで事故が起こらないようにすることが重要である。しかしながら、傾斜地に設置されている既存の太陽光

発電所で土砂災害が多く発生していることから、次節で紹介する事故事例にもあるとおり、適切な計画およ

び設計を十分行えていないことが土砂災害を引き起こす一因と考えられる。既設の太陽光発電所は設計およ

び施工を再度実施するのは困難であるものの、危険要因を減らすことは必要であり、最大限にリスクを減ら

すために運転・維持管理段階でも対応可能なリスク対策を実施することが課題となる。 

                              
5 土砂災害による実際の損害保険ジャパンの保険金支払いデータをもとに当社作成 
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3.2. 事故事例を踏まえたリスク対策 

本節では実際に発生した土砂災害の事故事例から、どのような事象が発生したのか紹介していく。 

3.2.1. 事故事例① 

豪雨に伴って地盤浸食が発生して架台が損傷した事例6では、事故後の調査により事故発生地点の表層土

が地盤浸食しやすい「マサ土」であることが確認された。マサ土は水を含むと非常にもろくて崩れやすい性

質を持つことから7、計画・施工段階の表層改良や排水処理が非常に重要である。一方で既に運転・維持管

理段階にある太陽光発電所では表層改良するといった大規模な追加対策は困難である。しかし、事故の規模

をできるだけ小さくするための最低限の対策として、地盤変状の有無を定期的に点検・診断して浸食が確認

された段階で対策を行えば事故の規模は小さくできたと考えられる。なお当社ではこの事故に関する土砂災

害リスクの低減方法として、排水溝の追加整備、法面保護工設置、維持管理における点検計画の見直しを提

案している。 

3.2.2. 事故事例② 

「太陽光発電システムの不具合事例とその対処例」8にて、設備損傷には至らなかったものの運転開始後 3

か月で架台基礎部が露出するまで土砂が流出した事例が紹介されている。本事例の事故発生原因は土砂流出

地点における地盤調査が実施されていなかったことである。このような傾斜地において一般的に実施される

土壌改良や排水路の設置による雨水対策が実施されていなかったと記載されている。本事例は設備損傷にま

で至らなかったものの、前述の事故事例①と同様に計画・施工段階において表層改良や排水処理を行う必要

があった。この事例でも既に発電所は運転・維持管理段階であり、設計および施工を再度実施することが困

難であったため、最低限の対策として地盤変状の定期確認により事故の規模をできるだけ小さくする必要が

あった。なお、この事故事例にかかる土砂流出の改善提案として、以下の具体案が紹介されている。 

① 植生土嚢で堰堤及び排水経路を形成 

② 基礎部分をコンクリートによる根巻き実施 

③ 土壌改良（酸性土壌→弱酸性・中性土壌）の後、植生マットを敷設 

④ コンクリート 2 次製品で堰堤、排水路を設置・形成         ※コストの低い順 

 

3.2.3. リスク対策の検討フロー 

2 つの事故事例から分かるとおり、土砂災害を引き起こす要因を計画・施工時に適切に評価して、抽出さ

れたリスクにかかる対策を実施することにより事故を未然に防止することが重要である。一方で、傾斜地に

設置されている既存の太陽光発電所であっても、土砂災害を引き起こす要因の改善は必要であり、最大限に

リスクを減らすために運転・維持管理段階であっても対応可能なリスク対策を講じる必要がある。 

傾斜地への太陽光発電所設置が進むものの、太陽光発電所の安全対策を満足させる要求事項については具

体的にまとめられた指針がなく、これら設備の設計・施工に関する知見が極めて少なかった。また、その知

見が集約されてこなかった。このような状況を鑑み、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

                              
6 当社対応の事故事例より 
7 国土交通省中国地方整備局 HP（https://www.cgr.mlit.go.jp/ootagawa/sand/west/page1/index04.html アクセス日 2022-9-6） 
8 太陽光発電システムの不具合事例とその対処例（2020.3.31, 一般社団法人太陽光発電協会） 

https://www.jpea.gr.jp/wp-content/themes/jpea/pdf/200331ExCo.pdf アクセス日 2022-9-6 
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構（ＮＥＤＯ）が「傾斜地設置型太陽光発電システムの設計・施工ガイドライン 2021年版」9

（2021.11.12）（以下、「ガイドライン」と称す。）を公開している。ガイドラインは傾斜地における太陽

光発電システムの構造および電気に関する設計・施工の要求事項について体系的に取りまとめられており、

地盤や排水対策も含めた要求事項が整理されている。ガイドラインは傾斜地設置型太陽光発電システムに係

る各分野の専門家らによる協議結果も加味されて取りまとめられており、計画～撤去に至る事業の各段階に

おける指針が紹介されている（図1）。 

今後新設される太陽光発電所においては、図1のフローに則って計画から撤去まで事業を進めることで傾

斜地での土砂災害に起因する事故発生リスクが低減されると考えられる。既設の太陽光発電所においては図

1のうち維持管理計画の見直しや供用開始後であっても対応可能な対策の実施が求められる。詳細は次節に

示す。 

 
図 1 ガイドラインで紹介されている事業の流れと各項目 

※1 ガイドラインを参考に当社作成。ガイドラインでは各項目の指針が紹介されている。 

※2 ガイドラインでは電気設備の事業の流れについても紹介されているが、上図では電気設備については除いている。 

                              
9 NEDO HP：傾斜地設置型太陽光発電システムの設計・施工ガイドライン 2021 年版（新エネルギー・産業技術総合開発機構）

https://www.nedo.go.jp/content/100939010.pdf アクセス日 2022-9-6 
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3.2.4. 具体的な土砂災害対策 

ガイドラインの「15.2 地盤・排水」において、運転・維持管理段階の地盤や排水設備に関するリスク対

策例が紹介されている。 

「地盤」については、事業期間において長期間風雨などにさらされ経年変化により脆弱化していく。脆弱

化した地盤の表層侵食を放置した場合、侵食範囲がさらに拡大する懸念があり、最悪の場合は豪雨や地震に

よって土砂災害に発展するおそれがある。また、「排水設備」については、土砂などの堆積、雑草の繁茂に

よって、施設の排水能力が低下して溢水による浸食の発生や浸水被害を引き起こす懸念がある。すなわち、

地盤や排水設備は軽微な変状を放置したことにより大規模な変状に移行し、災害を引き起こす可能性があ

る。 

このことから、表 3に示すとおり継続的な維持管理と必要に応じた維持補修工事が、地盤や排水施設のリ

スク対策として有効である。これら維持管理や維持補修工事は運転中の傾斜地太陽光発電施設であっても対

応可能な対策であるため、太陽光発電事業者にはガイドラインに沿った対応を求めたい。 

 

表 3 ガイドライン記載の土砂災害のリスク対策例 9 

No. 対象箇所 対策内容 

1 地盤 

点検診断は、地表流による侵食の有無、地盤変状・崩壊、湧水の有無、法面保護

工などの対策施設などの劣化・損傷、変状の有無などに着目し、外観目視調査を

実施 

2 排水施設 
点検診断は、排水施設の劣化・損傷、変状の有無、土砂の堆積状況などに着目し、

外観目視調査を実施 

3 地盤・排水施設 
点検診断を行うとともに、点検診断結果をもとに健全度評価を行い、必要に応じ

維持補修工事を実施 

 

なお、維持補修工事の具体例として、地盤浸食については植生マットを設置したり、樹脂を吹き付けたり

することで土壌表面を緑化・コーティングして土砂の浸食を防ぐ工法が実用化されている。マットの設置や

樹脂の吹き付けに大規模な重機を使用する必要はなく、発電を継続したまま対策を実施することができ、法

面でも施工が可能なため土砂流出が顕在化している既設発電所でも追加対策が可能である。 

また、排水施設については、既設排水施設の損傷箇所を交換したり、排水路に堆積した土砂を除去したり

するなど、メンテナンスの徹底が挙げられる。一方で発電所の運転を開始したものの排水能力が不足してい

る場合には排水路を新設するといった対策が必要だが、既設発電所の場合には重機を使用した対策が困難で

あるためコンクリート二次製品を利用した補修工事は難しい。このような場合にも大規模な重機を使用せず

に設置できる植生マットや布製型枠を活用した水路の追加新設も実用化されている。 

4. おわりに 

土砂災害の要因は多岐にわたっており、計画および施工の段階でこれら要因に対応することが重要なリス

ク対策となる。これまではガイドラインもなく、リスク対策が難しい状況ではあったが、傾斜地に建設され

る新規の太陽光発電所においては、ガイドラインに沿ったリスク対策により土砂災害による事故が減少して
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いくことを期待したい。また、既設の太陽光発電所においてもガイドラインに沿った維持管理、維持補修工

事により、危険要因の改善を行うことでリスクを低減することできる。このような取り組みは発電事業者に

とって事業の安定性確保や収益性を高めることに繋がると考える。 

最後に、本レポートが太陽光発電所の事故を低減し、再生可能エネルギーのさらなる普及に貢献できれば

幸いである。 
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